様式第１号
事　　業　　提　　案　　書

１.提案者の概要

	(1) 団体・法人の名称
	　株式会社エネルギーシステム

	(2) 所在地
	　○○市○○町○丁目○番○号

	(3) 担当部署名
	　営業本部　営業第一課

	(4) 担当者職・氏名
	　営業第一課長　大阪　太郎

	(5) 担当者連絡先
	電　話
	　00-0000-0000

	
	ＦＡＸ
	　00-0000-0000

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	　Osaka.ene.co.jp


２.事業の概要
	(1) 導入予定施設の名称及び

　　施設の種類
	名　称
	株式会社エネルギーシステム 本社

	
	種　類
	□ 市町村庁舎・支所等

□ 学校

□ 公民館
□ 体育館

□ 集会所・ｺﾐｭﾆﾃｨ施設

□ 図書館
	□ 公園

□ 上下水道施設

□ 医療施設
□ 社会福祉施設

■ 帰宅困難者支援施設



	
	
	□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	(2) 導入予定施設の所在地
	　○○市○○町○丁目○番○号

	(3) 事業の概要
	※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。

　大阪府との災害時における帰宅困難者支援に関する協定に基づき、帰宅困難者支援施設として指定されている弊社本社ビルへの太陽光発電設備及び蓄電池を設置するもの。



	(4) 再生可能エネルギー等

設備の導入の必要性
	　弊社本社ビルは、災害時において帰宅困難者への飲み物や乾パンなどの提供等を行うこととしておりますが、非常用発電機が未設置のため、災害時の電源確保ができておりません。

　今回、本事業を活用し、太陽光発電設備及び蓄電池を設置することで、災害時における必要最低限の電源が確保されるため、電源消失時等においても、帰宅困難者に安心して支援を利用していただくことが可能となります。

	(5) 自家発電設備又は再生

可能エネルギー等設備の

設置状況
	■ なし

□ あり（定格出力　　　　　　　　　kW）

（設備名称　　　　　　　　　　）

	(6) 地域防災拠点等の位置付け
	区　分
	□ 大阪府又は市町村地域防災計画に基づく施設として指定

■ 防災・災害支援に関する協定を締結

□ 大阪府又は市町村地域防災計画に基づく施設として指定

予定（　　　年　　　月）

□ 大阪府又は市町村と災害時の支援に関する協定を締結

予定（　　　年　　　月）

	
	指定又は協定内容
	□ 地域防災拠点（司令塔機能、物資等備蓄・集積・輸送基地）

□ 避難所・避難地

□ 災害拠点病院

■ 帰宅困難者支援施設

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	(7) 導入予定施設の特徴
	■ あらゆる災害発生時に利用する施設
□ 以下の特定の災害発生時にのみ利用する施設等
　（災害の種類：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	(8) 防災力向上のための取組内容
	　弊社では、地震や津波発生時には、多くの帰宅困難者が弊社本社ビルを利用されることから、社員による支援が円滑に行われるよう、マニュアルを整備し、年２回（９月・１月）に実施する訓練で効果検証を実施しております。

　訓練時には社員の安全確保はもとより、多くの帰宅困難者の受け入れを想定した訓練を行い、万が一の事態に備え、対策を講じております。


	(9)エネルギーマネジメント

計画等の取組み
	省エネ・ＣＯ２削減計画又は取組方針の策定状況
	■ あり

□ なし

	
	名称
	ＣＯ２削減計画

	
	策定（更新）年度
	　平成１９年度策定（平成２４年度更新）

	
	計画の目標
	本計画では、再生可能エネルギー普及促進を中心とした計画であり、平成○年において、平成○年比で年間約○○ｔ－ＣＯ２のＣＯ２削減を行うことを目標に掲げている。具体的な取組みとして、平成○年までに各地域の特性に応じた再生可能エネルギー設備を約○％の店舗に導入することや、ＬＥＤ照明等の高効率照明を全店舗に導入することとしている。

	
	省エネルギー等のエネルギーマネジメント計画
	上記「ＣＯ２削減計画」とは別に、今回の基金事業の実施にあたり、導入設備の検討や施設で必要となるエネルギーの省エネ化に向けた取組みを進めるため、導入施設固有の「○○施設省エネ実行計画」を策定した。本実行計画では、一連のプロセスにおいてＰＤＣＡサイクルによる管理体制を構築して進めることとしている。導入した設備については、稼働状況や発電量を管理し、平常時の安定した電力確保に努める。

	(10) 代替施設の有無
	□ 近隣に導入予定施設と同一の位置付けの地域防災拠点等がある
■ 近隣に導入予定施設と同一の位置付けの地域防災拠点等がない又は不明

	(11) 災害時の利用方法及び

利用者数等
	利用方法
	　災害時に、帰宅困難者に本社ビルの会議室及び休憩所等を利用いただき、飲み物や乾パンなどの提供等を行う。

	
	利用者数等
	　帰宅困難者：２００名、３日間の収容が可能

（内訳）本社ビル

会議室（５室）１００名

休憩所（１室）５０名

食　堂（１室）５０名

	(12) 事業の効果、特徴
	非常用発電機を備えていない弊社に太陽光発電設備及び蓄電池を設置することで、以下の効果が得られます。

・平常時：電気代の節約、電力需要のピークカット、ＣＯ２削減

・災害時：非常用電源の確保（必要最低限の照明等に利用）
また、弊社本社ビルでは、帰宅困難者の収容を最大３日間として想定し、準備を整えているため、大阪府及び○○市の災害応急・復旧対策の一助となります。

	(13) 導入予定施設の耐震性

の状況
	□ 昭和56年6月1日以降の建築確認を得て建築された建築物

□ 上記以外で耐震性を有すると診断された建築物

■ 耐震改修を実施した建築物


	(14) 導入する設備の状況
	設備の種類
	仕　　　様

	
	■ 太陽光発電設備

■ 蓄電池設備

□ その他


	・形式名　AAAA-25-AAAA（太陽光）

　　　　　BBBB-25-BBBB（蓄電池）
・製造者　××株式会社（太陽光）

　　　　　△△株式会社（蓄電池）
・定格出力（kW）　１０KW
・蓄電池の容量（kWh）　５KW
・消費電力（kW）00KWh（太陽光）
　　　　　　　　　00KWh（蓄電池）

	
	平常時における導入設備の使用頻度・稼働状況

	
	＜使用する期間＞

■ ほぼ毎日使用　

□ 平日のみ又は週５日程度使用

□ 時季により使用

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

＜使用する時間帯＞

□ １日中使用可能

■ 日中のみ使用可能

□ 夜間のみ使用可能

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	期待されるＣＯ２削減量

※太陽光発電以外の再エネ設備を導入される場合のみ記載

	
	年間ＣＯ２削減量　（　●●　）ｔ－ＣＯ２
計算式　　
■風力発電の計算例≪年間温室効果ガス削減量（t-ＣＯ２）≫

0.001×●●[年間発電量（kWh）]×0.514 [平成２４年度の関西電力㈱のＣＯ２排出係数（実排出係数）]
≪年間発電量≫

　　●[定格出力（kW）]×●[設備利用率]×8,760[年間時間（ｈ）]
　　　※設備利用率は、●●出典の資料「●●」を参考

	
	特記事項

	
	※導入する設備について、特筆すべき事項があれば記載してください。

※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。


	(15) 導入設備のＰＲ計画
	御社ビルの入口に導入した設備の写真や紹介を掲示し、来社された方に対して、環境や防災対策への取組をＰＲする。また、毎年参加している○○市地域防災訓練において弊社導入設備のＰＲを行う。

	(16) 補助事業の着手及び

完了予定日
	補助事業の着手予定日　　平成２７年１０月１５日

　　〃　　完了予定日　　平成２８年３月１５日


３.交付申請見込額の算出
	(1) 総事業費
※(2)+(3)+(5)
	　　　　　　１６，２００，０００　　円

	(2) 単独事業費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０　　円

	(3) 事業に要する経費（消費税込み）
	　　　　　　　　　１６，２００，０００　　円

	(4) 事業に要する経費（消費税抜き）
	１５，０００，０００　　円

	(5) 寄付金その他の
収入額(公的な補助金等)
	寄付金等の

名称及び対象
	―
	０　　円

	(6) 補助対象経費
※民間の場合：(4)-(5)<注>
※市町村の場合：(3)-(5)
	１５，０００，０００　　円

	(7) 交付申請見込額
（千円未満切り捨て）
※民間の場合：(6)×1/3

※市町村の場合：(6)×10/10

又は高効率照明等(6)×2/3
	５，０００，０００　　円


＜注＞民間事業者にあっては消費税及び地方消費税額は補助対象経費としない。
（補助事業に要する経費の内訳）
	経費の区分
	内　　容
	事業に要する経費

（税込み）
	事業に要する経費

（税抜き）
	備　考

	①設計費
	太陽光発電及び蓄電池連携システムの設計
	1,080,000　円
	1,000,000　円
	

	②本工事費
	太陽光発電及び蓄電池の材料費、配線費用等
	　15,120,000　円
	14,000,000　円
	

	③付帯工事費
	
	円
	円
	

	④機械器具費
	
	円
	円
	

	⑤測量及び試験費
	
	円
	円
	

	⑥事務費
	
	円
	円
	

	⑦その他
	
	円
	円
	

	合　　　　　計
	16,200,000　円
	15,000,000　円
	


４.事業実施スケジュール
	27年度
	


※スケジュールには、「事業着手日」、「実施設計完了日」、「工事施行日」、「工事検査日」、「事業検査日」、「事業完了予定日」等のスケジュールを記載してください。

※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。
５.事業の運営管理体制

	【体制図】※図などを活用したり、資料（様式任意）を添付しても構いません。


記　入　例









